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１．はじめに 

近年、国内外問わず Eco-DRR（Ecosystem 
based Disaster Risk Reduction）の概念や取組が

浸透しつつある。この背景には、気候変動に伴う

気象災害の激甚化・頻発化や生物多様性の損失と

いった社会課題に対しての対策が国際的に求めら

れている他、国内に関しては、将来的な人口減

少・高齢化に伴う低未利用地の増加や既存インフ

ラの老朽化・維持管理費の増大といった課題も含

まれる。これらの解決策の一つとしてグリーンイ

ンフラや Eco-DRR、EbA（Ecosystem-based 
Adaptation）等の生態系を基盤とした方策の推進

が近年の行政計画等で位置づけられている状況で

ある。 
国内における近年の土砂災害発生状況につい

て、平成 26 年～令和 5 年の年平均発生回数

（1,499 件/年）は、平成 16 年～平成 25 年の年平

均発生回数（1,183 件/年）と比べ、約 1.3 倍と増

加傾向である 1)。一方で、全国的に人口減少・高

齢化に向かう現状では、これまでと同様に砂防設

備の整備を充実させることによる対応は今後困難

となることが考えられる。 
本稿では、土砂災害リスク低減に視点を置き、

砂防事業としての Eco-DRR の適用を想定した場

合における現状の課題や活用可能性等について考

察した。なお、ここでは、土砂移動現象として山

地領域における斜面崩壊や土石流を想定した考え

方を整理するものとした。 
 
２．土砂災害リスク低減の考え方について 

Eco-DRR とは、持続可能かつレジリエンスの

ある開発を目指して、生態系の持続的管理や保

全、回復を通じて災害リスクを減少させることで

ある 2)。 
また、災害リスクは、以下の式で示されること

が多い 3)。 
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災害リスクを下げるためには、暴露（expo- 
sure）の回避と脆弱性（vulnerability）の低減が

必要と考えられている。 
現在、砂防に関連する全国的な施策や対策上講

じられているもので土砂災害リスク低減を考えて

みる。 
暴露の回避として、土地利用の観点から見た場

合には、逆線引き（例えば、広島県の土砂災害特

別警戒区域を対象とした逆線引き）や移転促進事

業（例えば、熊本県の土砂災害危険住宅移転促進

事業）等が挙げられる。 
時間的な暴露の回避として見た場合には、土砂

災害警戒情報の発表や土砂災害緊急情報の周知に

基づいた避難行動等が挙げられる。 
次に脆弱性の低減に関して、まず脆弱性の概念

は様々であるが、Estrella&Saalismaa は、「コミ

ュニティ（地域社会や集落、住民）が被害によっ

て受ける影響を決定する様々な要因、例えば物理

的、社会的、経済的、環境的、文化的、政治的・

制度的要因（時には心理的要因も含まれる）が、

どのように関係しているのかを示す指標」とまと

めている 2)。 
砂防で考えた場合には、代表的なものとして砂

防設備の整備（構造力学的な考えに基づくマスム

ーブメントの制御）が脆弱性の低減に該当すると

いえる。ソフト対策面では、土砂災害防止法に基

づく区域指定（土砂災害特別警戒区域・土砂災害

警戒区域）やハザードマップの整備等が該当する

と考えられる。 
ここで、生態系に基礎を置いた土砂災害対策に

着目すると、以下に示すような事例がこれまでに

も実践されている。事業としては、明治時代より

開始された禿げ山であった田上山での山腹工事や

都市山麓を対象とした六甲山麓、土岐川流域での

グリーンベルト事業等がある。また、各地域に伝

わるものとして砂防林（里山）等がある。 
いずれも森林生態系が持つ調整サービス（表面

侵食防止機能や表層崩壊防止機能）の効果を活用

した事例といえる。さらに、副次的に供給サービ

スや文化的サービスといった多様な便益の創出も

期待したものであると考えられる。 
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３．土砂災害リスク低減を目的とした Eco-DRRの

適用にあたっての課題 

土砂災害リスク低減を目的とした山地領域にお

ける Eco-DRR を考えたとき、場としての条件か

ら、森林の機能に着目することが第一に思い浮か

ぶ。ただし、次のような課題があるといえる。 
 森林生態系のもつ土砂災害に対する効果の定

量化・技術としての基準化 
 森林生態系の維持管理のあり方 
 
（１）森林生態系のもつ土砂災害に対する効果の 

定量化・技術としての基準化 

これまでにも森林生態系が有する土砂流出抑制

機能や土砂移動減勢効果等について、数多くの研

究において効果検証等が実施されている。ある程

度の効果は認められるものの、生物としての不確

実性・ばらつきを有することから統一的かつ定量

的な評価が難しい。 
そのため、現状では土木構造物のように技術上

の基準における要求性能の体系化が困難であると

いえる。政策レベルの計画に反映するためには、

新たな技術体系・枠組みが必要と考えられる。 
また、公共事業においてはその事業の効率性及

びその実施過程の透明性の向上を図るために、費

用対効果分析に基づく事業評価が実施されてい

る。森林生態系の土砂災害減災に寄与する機能を

含んだ多面的機能の経済的評価における精度向上

も今後の課題といえる。 
 
（２）森林生態系の維持管理のあり方 

日本においては第二次世界大戦終戦以降、燃料

革命に伴う生活様式の変化により、林産物需要の

減少が生じた。また、昭和 30 年代の木材貿易の

自由化等に伴い、国産の木材需要も減少の推移を

示した。現代の日本においては、戦後の拡大造

林、森林資源の過少利用も重なり、国土面積の約

3 分の 2 を森林が占めている状況である（森林面

積の約 4 割が人工林、総人工林面積の 64%を私有

林が占める 4））。 
今後、人口減少・高齢化に伴い、人工林におけ

る放置林の増加も懸念される。適正な間伐が実施

されておらず高密度な林分状態は、流木災害リス

クの増加や生物種の減少の一要因となりうる。ま

た、伐採地における再造林の放棄も懸念される。 
森林生態系を土砂災害リスク低減のためにうま

く活用していくためには、人工林の継続的な森林

整備等が必要と考えられる。 
 
４．まとめ 

本稿では山地領域における土砂災害リスク低減

に向けた Eco-DRR のあり方として、森林生態系

の活用に視点を置き、その適用性について一考察

を行ったものである。 
考えられる課題として、①森林生態系のもつ土

砂災害に対する効果の定量的評価・経済的評価、

②現在の日本の森林状況を踏まえた森林生態系の

維持管理のあり方を挙げた。 
①について、今後の調査・研究等による評価手

法・技術の発展が望まれる。また、制度面では既

存の技術基準に限定されずに、森林生態系の有す

る多面的な機能を総合的に評価するような指標の

制定等が必要といえる。 
②について、令和 6 年度より森林環境税及び森

林環境譲与税の制度が開始されたことも踏まえる

と、今後より一層、適切な森林の維持管理を図る

ための体制を構築することが重要であると考えら

れる。 
また、今後の人口減少による社会構造の変化を

想定し、土地の成り立ち（過去の土砂災害発生履

歴等）を考慮した土地利用のあり方も考えていく

ことが重要といえる。国土交通省では令和 7 年度

より「まちづくり連携砂防等事業」の拡充が予定

されている。これにより、居住誘導区域等への移

転促進が図られることに期待したい。 
さらに、人工構造物と生態系の基盤を組み合わ

せたハイブリッドインフラの考え方も提案されて

いる。超過外力を想定した土砂災害対策の一手法

として活用できる可能性を有している。 
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